
報告第３号 

 

 

令和７年度西海市一般会計補正予算（第９号）の専決処分の承認 

について 

 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第179条第１項の規定により、別紙のと

おり専決処分したので、同条第３項の規定により、これを報告し、承認を求め

る。 

 

令和８年５月１１日 

 

西海市長 瀬川 光之   
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専決処分第８号 

 

   令和７年度西海市一般会計補正予算（第９号） 

 

 令和７年度西海市の一般会計補正予算（第９号）は、次に定めるところによ

る。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ 328,954 千円を減額し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 24,287,161 千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

 （地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 

 

  令和８年３月３１日 専決 

 

西海市長 瀬川 光之   

 



001

1

歳 入 歳 出 予 算 補 正第 1 表

歳 入

（単位：千円）

項 補 正 前 額 今回補正額 合 計款

市税  1.      3,483,321             △6      3,483,315

固定資産税  2.      1,698,002             △6      1,697,996

地方譲与税  2.        196,001         28,788        224,789

地方揮発油譲与税  1.         44,000          2,996         46,996

自動車重量譲与税  2.        133,000         23,151        156,151

特別とん譲与税  3.              1            990            991

森林環境譲与税  4.         19,000          1,651         20,651

利子割交付金  3.            700          3,979          4,679

利子割交付金  1.            700          3,979          4,679

配当割交付金  4.          5,000          7,530         12,530

配当割交付金  1.          5,000          7,530         12,530

株式等譲渡所得割交付
金

  5.          6,000         17,319         23,319

株式等譲渡所得割交付
金

  1.          6,000         17,319         23,319

法人事業税交付金  6.         33,000          7,168         40,168

法人事業税交付金  1.         33,000          7,168         40,168

地方消費税交付金  7.        518,000        188,434        706,434

地方消費税交付金  1.        518,000        188,434        706,434

ゴルフ場利用税交付金  8.         24,000          5,244         29,244

ゴルフ場利用税交付金  1.         24,000          5,244         29,244

環境性能割交付金  9.         15,000          2,928         17,928

環境性能割交付金  1.         15,000          2,928         17,928

地方特例交付金 11.         12,889              3         12,892

新型コロナウイルス感
染症対策地方税減収補
填特別交付金

  2.            399              3            402

地方交付税 12.      8,828,647        376,839      9,205,486

地方交付税  1.      8,828,647        376,839      9,205,486

交通安全対策特別交付
金

 13.          1,600           △165          1,435

交通安全対策特別交付
金

  1.          1,600           △165          1,435

分担金及び負担金 14.         93,152             △5         93,147

分担金  2.         35,801             △5         35,796

使用料及び手数料 15.        347,095         △4,179        342,916

使用料  1.        294,013         △4,179        289,834

国庫支出金 16.      3,174,036        △73,351      3,100,685

国庫補助金  2.        928,585        △73,351        855,234

県支出金 17.      1,579,430        △71,216      1,508,214

県補助金  2.        533,207        △29,229        503,978

県委託金  3.        193,827        △41,987        151,840
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0 0 1 1

（単位：千円）

項 補 正 前 額 今回補正額 合 計款

財産収入 18.        114,639          3,353        117,992

財産運用収入  1.         99,409          3,353        102,762

寄附金 19.      1,117,113          3,400      1,120,513

寄附金  1.      1,117,113          3,400      1,120,513

繰入金 20.      1,694,225       △696,554        997,671

基金繰入金  1.      1,686,736       △696,554        990,182

諸収入 22.        317,052        △21,663        295,389

受託事業収入  3.         23,425         △2,601         20,824

雑入  5.        219,918        △19,062        200,856

市債 23.      2,038,100       △106,800      1,931,300

市債  1.      2,038,100       △106,800      1,931,300

    24,616,115       △328,954     24,287,161歳 入 合 計
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1

歳 出

（単位：千円）

補 正 前 額項 今回補正額 合 計款

議会費  1.        180,866         △4,311        176,555

議会費  1.        180,866         △4,311        176,555

総務費  2.      5,446,074        110,262      5,556,336

総務管理費  1.      4,739,117        180,711      4,919,828

徴税費  2.        285,332        △17,538        267,794

戸籍住民基本台帳費  3.        166,284         △7,104        159,180

選挙費  4.        217,695        △45,149        172,546

監査委員費  6.         20,688           △658         20,030

民生費  3.      7,509,678        △35,532      7,474,146

社会福祉費  1.      3,806,211        △20,681      3,785,530

児童福祉費  2.      3,036,203        △12,348      3,023,855

生活保護費  3.        663,429           △743        662,686

災害救助費  4.          3,835         △1,760          2,075

衛生費  4.      2,683,496        △77,085      2,606,411

保健衛生費  1.        740,171        △67,094        673,077

清掃費  2.        838,545         △9,991        828,554

農林水産業費  6.        945,030        △68,872        876,158

農業費  1.        614,692        △18,302        596,390

林業費  2.        149,701        △31,539        118,162

水産業費  3.        180,637        △19,031        161,606

商工費  7.        741,720        △11,902        729,818

商工費  1.        741,720        △11,902        729,818

土木費  8.      1,121,682       △106,625      1,015,057

土木管理費  1.        211,945         △2,845        209,100

道路橋梁費  2.        420,196        △17,102        403,094

河川費  3.         47,800         △4,561         43,239

港湾費  4.        141,538        △52,648         88,890

住宅費  6.        295,048        △29,469        265,579

消防費  9.        737,261        △21,320        715,941

消防費  1.        737,261        △21,320        715,941

教育費 10.      2,533,510        △47,729      2,485,781

教育総務費  1.        479,574         △1,697        477,877

小学校費  2.        842,210         △9,075        833,135

中学校費  3.        218,332         △4,985        213,347

社会教育費  4.        424,547         △6,828        417,719

保健体育費  5.        568,847        △25,144        543,703

災害復旧費 11.         44,452        △24,283         20,169

農林水産施設災害復旧
費

  1.         36,452        △16,283         20,169
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001 1

（単位：千円）

項 補 正 前 額 今回補正額 合 計款

公共土木施設災害復旧
費

  2.          8,000         △8,000              0

公債費 12.      2,529,961        △41,557      2,488,404

公債費  1.      2,529,961        △41,557      2,488,404

    24,616,115       △328,954     24,287,161歳 出 合 計
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1　追加

2 総 務 費 1 総 務 管 理 費

2 総 務 費 1 総 務 管 理 費

8 土 木 費 6 住 宅 費

第　２　表　　繰　越 

款 項
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　明　許　費　補　正

事　　業　　名

新公会計事業 3,219
千円

西海ネットシステムLGWAN接続系基盤更改事業 72,325

市営住宅管理費 528

金　　　額
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第 ３ 表 地方債
１　変更

限 度 額 利率 償還の方法

千円

公共事業等債 110,700 1. 借入先 年利５．０％以内

公営住宅建設事業債 54,900

2. 借入方法

緊急防災・減災事業債 44,600

公共施設等適正管理推進事業債 452,500 3. 借入時期

緊急自然災害防止対策事業債 169,400

過疎対策事業債 607,100

辺地対策事業債 173,500

学校教育施設等整備事業債 208,600

防災対策事業債 1,900

計 2,038,100

起債の目的
補 正 前

起債の方法

　借入時期から
４０年以内（うち
据置期間５年以
内）において元
利均等又は元
金均等などの償
還の方法によ
る。

財務省、地方公
共団体金融機
構、銀行等

（ただし、利率
見直し方式で
借り入れる政府
資金及び地方
公共団体金融
機構資金につ
いて、利率の見
直しを行った後
においては、当
該見直し後の
利率）

証書借入又は
証券発行 　ただし、本市

財政の都合によ
り、繰上償還を
し、又は償還年
限を短縮し、若
しくは借換をす
ることができる。

　令和７年度、た
だし、工事その
他の都合によ
り、その全部又
は一部を翌年度
に繰延べ借り入
れすることがで
きる。
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補正

限 度 額 利率 償還の方法

千円

95,500 1. 借入先 年利５．０％以内

47,600

2. 借入方法

33,100

444,800 3. 借入時期

126,000

590,400

168,800

208,500

1,700

1,931,300

補 正 後

起債の方法

　借入時期から
４０年以内（うち
据置期間５年以
内）において元
利均等又は元
金均等などの償
還の方法によ
る。

財務省、地方公
共団体金融機
構、銀行等

（ただし、利率
見直し方式で
借り入れる政府
資金及び地方
公共団体金融
機構資金につ
いて、利率の見
直しを行った後
においては、当
該見直し後の
利率）

証書借入又は
証券発行 　ただし、本市

財政の都合によ
り、繰上償還を
し、又は償還年
限を短縮し、若
しくは借換をす
ることができる。

　令和７年度、た
だし、工事その
他の都合によ
り、その全部又
は一部を翌年度
に繰延べ借り入
れすることがで
きる。
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報    酬 給    料 期末手当
その他
の手当

計

長　等 3 0 24,267 8,823 0 33,090 5,660 38,750

議　員 16 68,656 0 19,959 0 88,615 18,247 106,862

その他の
特 別 職

2,631 153,676 0 0 0 153,676 0 153,676

計 2,650 222,332 24,267 28,782 0 275,381 23,907 299,288

長　等 3 0 25,464 8,823 0 34,287 5,660 39,947

議　員 16 68,656 0 24,037 0 92,693 18,247 110,940

その他の
特 別 職

2,643 158,976 0 0 0 158,976 0 158,976

計 2,662 227,632 25,464 32,860 0 285,956 23,907 309,863

長　等 0 0 △ 1,197 0 0 △ 1,197 0 △ 1,197

議　員 0 0 0 △ 4,078 0 △ 4,078 0 △ 4,078

その他の
特 別 職

△ 12 △ 5,300 0 0 0 △ 5,300 0 △ 5,300

計 △ 12 △ 5,300 △ 1,197 △ 4,078 0 △ 10,575 0 △ 10,575

給   与   費   明   細   書

補
正
後

１　特別職

区　　分

単位 ：千円

共済費
職員数
（人）

給　　　　　与　　　　　費

補
正
前

比
 
 
較

合  計 備 考
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34,347

住居手当

0

0

1,080

1,080

0

34,34750,412

時間外勤務
手      当

特殊勤務手当

2,956,809

△ 95,214 △ 45,276

1,6073,497

565,766

比　較

補正前

補正後

補正前

補正後

△ 60,357

3,522,575

通勤手当

△ 28,071

単位 ：千円

区　分

1,424,115

47,627

1,100,076

0

39,240

39,240

0

区　分

児童手当単身赴任手当

補正前

比　較

△ 1,835比　較

50,412

338,616

△ 23,590 △ 730

336,781

142,809

119,219

勤勉手当

0

47,627

3,497

期末手当管理職手当

特地勤務手当
管理職員特
別勤務手当

2,887

409,44825,860

1,680

△ 2,5730

2,887
職員 手当
の 内 訳

扶養手当

412,02125,860

報   酬

425,832

補 正 前 695 432,618

区　分

補正後

比    較 0 △ 6,786

計

2,861,595 520,490

合   計

△ 140,490

給   与   費   明   細   書

２  一般職

区    分

補 正 後 695

職員数
   (人)

（１）  総括

3,382,085

職員手当

1,363,758

共済費

単位 ：千円

備  考

給       与　　　費

1,072,005

給   料
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ア　会計年度任用職員以外の職員

イ　会計年度任用職員

（）内は短時間勤務職員

△ 23,663 △ 84,020

2,354,389

△ 114,069△ 30,049

補 正 後

1,343,564

1,403,921

2,270,369

比    較 0 △ 60,357

47,627 49,538 34,347 25,860 332,298

区　分 勤勉手当
時間外勤務
手      当

補 正 前 345 2,820,283

補 正 後 345 2,706,214

単位 ：千円

区    分
職員数
   (人)

合   計 備  考
給       与　　　費

共済費
給   料

465,894

435,845

職員手当

926,805

950,468

計

単位 ：千円

職員手当
の 内 訳

区　分 扶養手当 通勤手当 住居手当 管理職手当 期末手当

補正後

比　較 0 0 0 0 0

補正前 47,627 49,538 34,347 25,860 332,298

補正後 271,685 117,259 3,497 1,607 2,887

特殊勤務手当
管理職員特
別勤務手当

特地勤務手当

0

補正前 271,685 140,849 3,497 1,680 2,887

比　較 0 △ 23,590 0 △ 73

区　分 単身赴任手当 児童手当

補正後 1,080 39,120

比　較 0 0

補正前 1,080 39,120

単位 ：千円

区    分
職員数
   (人)

給       与　　　費
共済費 合   計 備  考

報   酬 給   料 職員手当 計

職員手当
の内訳

比　較

675,87184,645591,226145,20020,194425,832
8

(342)

単位 ：千円

(0)

補 正 前
8

比    較 △ 6,786 0 △ 4,408 △ 11,194 △ 15,227 △ 26,421
0

0 △ 2,573 0 0

補正前 874 79,723 1,960 12066,931

△ 1,835

(342)
602,420 99,872 702,292432,618 149,60820,194

補正後 874 77,150 1,960 120

勤勉手当

65,096

区　分 通勤手当 期末手当
時間外勤務
手      当

児童手当
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説  　　　　  明
区
分

増 減 額 増減事由別内訳

給料

職員
手当

単位：千円

△ 60,357

△ 28,071

給与改定に伴う
増 減 分

昇 給 に 伴 う
増 加 分

△ 28,071
選挙等にかかる時間外勤務手当
の実績による減額、ほか

備   考

（２） 給料及び職員手当の増減額の明細

制度改正に伴う
増 減 分

そ の 他 の
増 減 分

0

0

△ 60,357

0

職員の退職および休職に伴う不
用額の減額、ほか

そ の 他 の
増 減 分
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地方債の前々年度末におけ
当該年度末における現在高

補 正 前 補 正 額 補 正 後

１．普　通　債 14,707,076 14,167,452 234,800 2,038,100 △ 106,800 1,931,300

（１）総　務 2,430 1,620

（２）庁　舎

（３）民　生 4,705 400

（４）衛　生

（５）農　林　水　産 267,547 290,789 41,500 50,700 △ 300 50,400

（６) 公　有　林 8,492 6,121

（７）商　工

（８）土　木 1,274,046 1,465,618 32,700 288,200 △ 58,900 229,300

（９）公　営　住　宅 979,818 943,114 54,900 △ 7,300 47,600

（10）消　防 743,700 631,673 18,000 △ 1,900 16,100

 (11) 教　育 912,396 949,685 616,600 △ 17,000 599,600

（12）過　疎　対　策 7,366,518 7,306,327 5,100 607,100 △ 16,700 590,400

（13) 辺　地　対　策 270,079 246,357 2,800 173,500 △ 4,700 168,800

（14) 合　併　特　例 2,877,345 2,325,748 152,700 229,100 229,100

（15）公債費対策資金

２．災　害　復　旧　債 299,337 278,903

（１）補　助　災　害 155,298 140,771

（２）単　独　災　害 144,039 138,132

３．その他 4,222,790 3,797,086

（１）減税補てん債 10,550 5,455

（２）臨時税収補てん債

（３）減収補てん債 37,300 35,116

（４）臨時財政対策債 4,174,940 3,756,515

合　　計 19,229,203 18,243,441 234,800 2,038,100 △ 106,800 1,931,300

区　分
前々年度末

現在高
前年度末
現在高

前年度繰越額

当　　　該　　　年　　　度　　　中　

当 該 年 度 中 起 債 見 込 額
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る現在高並びに前年度末及び
の見込みに関する調書補正

（単位：千円）

補 正 前 補 正 額 補 正 後 補 正 前 補 正 額 補 正 後

1,963,978 △ 24,496 1,939,482 14,476,374 △ 82,304 14,394,070

810 810 810 810

400 400

41,052 41,052 341,937 △ 300 341,637

1,794 1,794 4,327 4,327

119,233 119,233 1,667,285 △ 58,900 1,608,385

76,588 76,588 921,426 △ 7,300 914,126

174,408 174,408 475,265 △ 1,900 473,365

40,849 40,849 1,525,436 △ 17,000 1,508,436

812,215 812,215 7,106,312 △ 16,700 7,089,612

39,561 39,561 383,096 △ 4,700 378,396

657,468 △ 24,496 632,972 2,050,080 24,496 2,074,576

44,204 44,204 234,699 234,699

23,616 23,616 117,155 117,155

20,588 20,588 117,544 117,544

435,359 435,359 3,361,727 3,361,727

3,779 3,779 1,676 1,676

2,185 2,185 32,931 32,931

429,395 429,395 3,327,120 3,327,120

2,443,541 △ 24,496 2,419,045 18,072,800 △ 82,304 17,990,496

　　増　　　減　　　見　　　込　　　額
当 該 年 度 末 現 在 高 見 込 額

当 該 年 度 中 元 金 償 還 見 込 額
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